
資材等価格の高騰による追加措置に係る 

グループ補助金の変更承認申請について 

 

平成２９年８月 

宮城県経済商工観光部企業復興支援室 

 

増額措置の概要 

（１）対象事業者について 

  グループ補助金の交付決定後，２回の繰越しや再交付を行ったにもかかわ

らず，当該期間に大幅に（１割超）費用が増加したために，復旧工事契約を

結ぶことができていない被災事業者が対象です。 

○施設費の交付決定を受けていない方は対象になりません。 

○施設の規模増大などによる増額は対象になりません。 

○平成２９年度の対象となる方は，当初の交付決定が平成２３年度，平

成２４年度，平成２５年度，平成２６年度及び平成２７年度で施設工

事が未契約の方です。 

 

（２）補助対象要件について 

 ① 自己都合ではなく，他律的な要因等により，事業完了できていないこ

と。（土地の嵩上げ工事の遅れ，自治体の土地利用計画の遅れ等） 

 ② 追加交付することで，追加交付年度内に契約・事業完了が確実に見込

めるもの。（原則として，増額の手続きは一事業につき１回。） 

 ③ 被災事業者にとって適切な補助事業計画であることが認定支援機関

(注)に確認されていること。（事業者より認定支援機関に確認を依頼。） 
   (注) 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第 17 条第 1 項に基づき，国が認定した経営

革新等支援機関（商工会，商工会議所，税理士，金融機関等）。県内認定機関数３１２機関

（H29.6.30 現在）。 

 

（３）補助対象経費について 

① 施設費の未契約部分を増額計画変更の対象とする（今回の増額計画変

更承認後に契約する施設の復旧費用が補助対象）。 

 ② 施設費の増額により従前の補助対象経費総額から１割を超えて増額し

た部分の４分の３を増額の対象とする（１割分は自己負担とする。）。た

だし，施設費の増額は６割を上限とし，施設費以外の経費（設備費）は

対象外とする。 

○増額変更により補助率が固定されることになり，その後に事業費の減

額があった場合も補助率が適用されますので注意願います。 



 
変更承認申請について 
（１）必要書類 

①変更承認申請書 
②補助事業計画書 

    ・変更部を朱書き見え消しすること 
  ③当初交付決定翌年度までに事業完了できない，他律的な要因（事故繰越

の類型）に関する書面 
④認定支援機関が発行した事業計画書の確認書 
⑤施設費が資材等価格の高騰により増額したことが分かる見積書（原則，
申請日の３ヶ月前以内に取得したもの） 

  ・数量や仕様等が記載されているもの 
・経済性の観点から，可能な範囲において，複数の業者から相見積を
お取りください。 

⑥当初交付決定の施設費に係る見積書（又は積算内容が分かる書類） 
  ・数量や仕様等が記載されているもの 

  ⑦その他知事が必要と認める書類 
 
（２）受付期間 
  平成２９年９月１日（金）から平成２９年１０月６日（金） 
  変更申請を希望される場合は，必ず事前に担当課へ相談して下さい。 
 
 
（３）注意事項 

・見積書を比較することにより資材等の価格の上昇などの内容について確
認します。比較することができない内容の見積書の場合は，変更承認が
できないことがあります。 

・この増額計画変更により補助率が固定されますが，その後の事業費の減
額の状況によっては，結果的に増額変更前の補助決定額より補助額が下
がることがありますので，御注意願います。 

・増額措置を受けた事業者については、施設費について計画外の用途に使
用することはできません。 

 
問い合わせ先 
（１）制度全般に関すること 

宮城県経済商工観光部企業復興支援室 
所在地：〒980-8570 仙台市青葉区本町３丁目８－１ 

電 話：０２２－２１１－２７６５ ＦＡＸ：０２２－２１１－２７１９ 

メールアドレス： kifukuk@pref.miyagi.jp 
（２）商業・生活関連サービス業，商店街に関すること 

経済商工観光部商工金融課商業振興班 

電 話：０２２－２１１－２７４６  
（３）食品加工に関すること 

農林水産部食産業振興課食ビジネス支援班 

電 話：０２２－２１１－２８１２  
（４）水産加工に関すること 

農林水産部水産業振興課流通加工班 

電 話：０２２－２１１－２９３１ 



記入例 【記入例として記載したところは，太字で表示しています。】 

様式第２号 

平成２７年度中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

変更承認申請書 

 

 

平成  年  月  日  

 

 宮 城 県 知 事 村 井 嘉 浩 殿 

 

（申請者） 

住  所  ○○市○○町○－○－○ 

名  称  ○○会社 ○○○○○    

代表者名  代表取締役 ○○ ○○  印 

 

 

平成○○年○○月○○日付け宮城県（○○）指令第○○○号で中小企業等グループ施設等復旧整備

補助金の交付決定の通知のあり【，平成○○年○○月○○日付け宮城県（○○）指令第○○○号で変

更承認通知のあり】ました補助事業について事業の内容（経費の配分）を下記のとおり変更したいの

で，承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１  変更の理由 

 資材等価格の高騰により補助事業費が増加したため 

 ≪変更する交付決定が再交付の場合の当初交付決定≫ 

  平成   年   月   日付け宮城県（   ）指令第    号 

 

２  変更の内容 

（１）補助事業の内容 

変更前 変更後 

補助事業に要する経費：00,000,000円 

補助対象経費：00,000,000円 

補助金交付申請額：00,000,000円 

補助事業に要する経費：00,000,000円 

補助対象経費：00,000,000円 

補助金交付申請額：00,000,000円 

 ※ 別紙の補助事業の経費の配分の変更表を添付すること。ただし，補助事業の内容の変更であっ
て，経費の配分に変更が生じないときには，添付を必要としない。 

受付期間内の日付でお願い 

いたします。 

代表者印(実印)を押印 

願います。 

交付決定を受けた日付等を交付決定通

知書より転記願います。 

また，これまでに変更承認を受けた方

は【 】内に日付等を変更承認決定通知書

より転記願います。 

交付決定を受けた年度の記入

願います。 

事業期間の延長により交付決定を２回 

受けている方は，１回目の交付決定日を

こちらに記入願います。 



記入例 【記入例として記載したところは，太字で表示しています。】 

（２）経費の配分                                                            （単位：円） 

区分 

補助事業に要する経費 補助対象経費 

負担区分 

備考 補助金（申請）額 自己負担額 

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 

１ 施設費 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000  

２ 設備費 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000  

合 計 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000 00,000,000  

 

（３）補助事業完了予定期日 

   変更前  年 月 日 

   変更後  年 月 日 

 

（関係書類） 

①補助事業計画書 

②知事が必要と認める書類 

変更前と変更後をそれぞれ記入願います。 

変更後の完了予定期日は，平成２９年度中

の日付を記入願います。 

補助金交付申請時（既に一度変更承認を受けた方は変

更承認申請時）に提出いただいた補助事業計画書に，変

更内容を朱書きと下線で追記し，添付いただきます。（別

紙を参照願います） 



記入例  

別紙 

中小企業等グループ施設等復旧整備補助金 

補助事業計画書 

 

１ 事業者の概要 

事業者名 ○○会社 ○○○○○ 

住 所 ○○市○○町○―○―○ 

代表者 代表取締役 ○○ ○○ 

業 種 ○○○○○業 事業内容 ○○○○○○○○○○ 

従業員数 ０００人 資本金又は出資金 ０，０００万円 

法人設立日 

及び沿革 

大正・昭和・平成４６年３月８日 

※ 復興事業計画書 別紙２「事業者別復興事業計画書」１－１（３）から転記願います 

連絡者 

住所・所属・役職・連絡先（TEL/FAX/E-mail） 

○○部○○課 ○○○○ 

電話：０００－０００－００００  メール：○○○○@pref.miyagi.jp 

 

２ 事業の全体概要 

事業実施場所 ○○市○○町○―○―○ ○○市△△町○―○―○ 

補助事業に 

要する経費 

施設整備費 設備整備費 合   計 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

補助申請額 
０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

０，０００，０００円 

背景及び目的 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

復興事業の内容 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

その他  

※ 補助事業に要する経費は，消費税抜きの金額を記入願います。（補助申請額の欄にはそ

の金額の 3/4 or 1/2 以内を記入願います。）

変更が生じる項目は，全て次のように記載願います。 

① 変更前を上段にそのまま（黒字・見え消し）で， 

変更後を下段に朱書きと下線で，追記願います。 
② 削除する項目は，黒字・見え消しをお願いします。 
 

※ なお，一度，変更承認を受けている方は，承認された変更後の内容を今

回の変更前として「上段にそのまま（黒字・見え消し）で，」今回の変更後

の記載を「下段に朱書き・下線で，追記願います。」 

 

 

 



記入例  

 

 

３ 復旧整備の内容 

 （１）復旧整備する施設について 

整理番号 １ ／ 総施設数 整備区分 □修理 ■建替 

土地利用の位置付け  建築制限 □有 ■無 

施設名 ○○工場 見積書 ■有 □無 

所在地 
○○市○○町○―○―○ 

○○市△△町○―○―○ 

土地の 

権利関係 

■所有権 □借地権 

□地上権 □（   ） 

種類・構造 鉄骨・２階建 

用途 ○○○製造ライン 

面 積 

敷地面積   

  ０，０００㎡ 

 

延床面積 

０，０００㎡ 

 

建築面積 

０，０００㎡ 

 

復旧整備の内容  

 

補助事業に 

要する経費 

内 訳 

補助金 自己資金等 

○○工場整備 00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

××工場復旧 00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

○△工場復旧 

△△工場復旧 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

【工期】 

平成○年○月○日～平成○年○月○日 

平成○年○月○日～平成○年○月○日    

 合 計 
00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

復旧整備により果た

す機能又は効果 

△△に提供する○○○を製造する工場で，年間○○tを生産する。 

備 考 

【被害の状況】 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

罹災証明書 

■有 □無 

【添付書類】①位置図 ②施設の配置図 ③平面図 ④立面図 ⑤工事見積書 

⑥基本設計書又は実施設計書 ⑦知事が必要と認める書類 

 

※ 補助事業に要する経費は，消費税抜きの金額を記入願います。（補助金の欄にはその金

額の 3/4 or 1/2 以内を，自己資金等の欄にはその残額を記入願います。補助金額が小数

点以下となる場合は，端数を切り捨て処理願います。）

工期は平成３０年 

３月３１日までの 

期間を記入願います。 



記入例  

 

 

（２）復旧整備する設備について 

【添付書類】①位置図 ②設備の配置図 ③工事見積書 ④知事が必要と認める書類 

 

※ 補助事業に要する経費は，消費税抜きの金額を記入願います。（補助金の欄にはその金額の 3/4 or 1/2 以内を，自己資金等の欄にはそ

の残額を記入願います。補助金額が小数点以下となる場合は，端数を切り捨て処理願います。） 

 

名   称 規格・型式 機能又は効果 
整備 

区分 

補助事業に

要する経費 

内訳 

設置場所 
工期 

納期 
見積書 備考 

補助金 
自己 

資金等 

○○設備 ○○○○○ 

△△△△△ 

○○○溶接 □修理 

■入替 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 
○○市○○町○―○―○ 

H00/00

/00 

■有 

□無 

新規 

○台 

××設備 ○○○○○ ○○○組立 ■修理 

□入替 
0,000,000 0,000,000 0,000,000 

○○市○○町○―○―○ 

○○市△△町○―○―○ 

H00/00

/00 

■有 

□無 
 

△△設備 ○○○○○ ○○○運搬 

■修理 

□入替 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 
○○市○○町○―○―○ 

H00/00

/00 

H00/00

/00 

■有 

□無 
 

   
□修理 

□入替 
   

 
 

□有 

□無 
 

   
□修理 

□入替 
     

□有 

□無 
 

合   計  
 

 
0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 

0,000,000 
   

工期納期は 

平成３０年３月３１日 

までの期間を記入願います。 



記入例  

 

 

４ 事業計画期間，内容等 

 （計画期間：００年０月００日 ～ ００年０月００日） 

００年０月００日～００年０月００日 

 実施月 

項目 

H. 29/3 

23/3 

    29/4 

23/4 

    29/5 

23/5 

    29/6 

23/6 

    29/7 

23/7 

    29/8 

23/8 

    29/9 

23/9 

   29/10 

23/10 

   29/11 

23/11 

   29/12 

23/12 

    30/1 

23/1 

    30/2 

23/2 

    30/3 

23/3 

施設 

 

○○工場整備 

 

××工場復旧 

 

○△工場復旧 

△△工場復旧 

             

実施月 

項目 

H. 

 

            

設備 

 

○○設備整備 

 

××設備補修 

 

△△設備補修 

             

計画期間は 

平成３０年３月３１日 

までの期間を記入願います。 



記入例  

 

 

５ 経費積算明細書 

                                                                        (単位：円) 

区分 内 容 単価 数量 金 額 備考 

施
設
整
備
費 

 

○○工場整備 

 

 

××工場復旧 

 

○△工場復旧 

△△工場復旧 

 

0,000,000 

0,000,000 

 

0,000,000 

00,000,000 

0,000,000 

00,000,000 

 

一式 

 

 

一式 

 

一式 

 

 

0,000,000 

0,000,000 

 

0,000,000 

00,000,000 

0,000,000 

00,000,000 

 

小計    
0,000,000 

0,000,000 
 

設
備
整
備
費 

 

○○設備整備 

 

 

××設備補修 

 

△△設備補修 

 

0,000,000 

0,000,000 

 

0,000,000 

 

0,000,000 

0,000,000 

 

 

00 

 

 

00 

 

00 

00 

 

 

 

0,000,000 

0,000,000 

 

0,000,000 

 

0,000,000 

0,000,000 

 

 

小計    
0,000,000 

0,000,000 
 

合計    
0,000,000 

0,000,000 
 

 

 

 

 



記入例  

 

 

６ 収支予算書 

 

Ⅰ  収入関係（  年度）                            （単位：円） 

区  分 金    額 調 達 先 備     考 

補 助 金 
00,000,000 

00,000,000 
宮城県  

自己資金等 
00,000,000 

00,000,000 
  

（自己資金） 
00,000,000 

00,000,000 
  

（借入金）    

（その他）    

合  計 
00,000,000 

00,000,000 
  

 

Ⅱ 支出関係（  年度）                                                  （単位：円） 

区分 

補助事業に 

要する経費 

(a) 

補助対象 

経  費 

(b) 

補 助 金 

申 請 額 

(b)×3/4 

(又は 1/2)以内 

自己負担額 

施
設
整
備
費 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

小 計 
00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

設
備
整
備
費 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

小 計 
00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

合   計 
00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

00,000,000 

 

※ 補助事業に要する経費は，消費税抜きの金額を記入願います。（補助金申請額の欄にはそ

の金額の 3/4 or 1/2 以内を，自己負担額の欄にはその残額を記入願います。） 

※ 補助対象経費(b)欄には，補助事業に要する経費(a)を転記願います。 

 



様式第２号 

 

平成 年度中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

変更承認申請書 

 

 

平成  年  月  日  

 

 

 宮 城 県 知 事          殿 

 

 

                                    

（申請者） 

住  所 

名  称             印 

代表者名 

 

 

  平成 年 月 日付け宮城県（  ）指令第  号で中小企業等グループ施設等復旧

整備補助金の交付決定の通知のありました補助事業について事業の内容（経費の配分）

を下記のとおり変更したいので，承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１  変更の理由 

 

２  変更の内容 

（１）補助事業の内容 

変更前 変更後 

  

 ※ 別紙の補助事業の経費の配分の変更表を添付すること。ただし，補助事業の内容

の変更であって，経費の配分に変更が生じないときには，添付を必要としない。 

 



（２）経費の配分                           （単位：円） 

区分 

補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 

負担区分 

備考 補助金 

（申請）額 
自己負担額 

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 

１ 施設費          

２ 設備費          

３ 商業機

能の復旧促

進のための

事業 

 

         

４ 賑わい

創出のため

の事業 

 

         

合 計          

 

（３）補助事業完了予定期日 

   変更前  年 月 日 

   変更後  年 月 日 

 

（関係書類） 

①補助事業計画書 

②知事が必要と認める書類 

 



別紙 

中小企業等グループ施設等復旧整備補助金 

補助事業計画書（商店街型以外） 

 

１ 事業者の概要 

事業者名  

住 所  

代表者  

業 種  事業内容  

従業員数  資本金又は出資金  

法人設立日 

及び沿革 

大正・昭和・平成  年  月  日 

 

 

連絡先 

住 所  

所 属  

役 職  

氏 名  

TEL  

FAX  

E-mail  

 

２ 事業の全体概要 

事業実施場所  

補助事業に 

要する経費 

施設費 設備費 合   計 

  
 

円 

補助申請額   円 

背景及び目的  

復興事業の内容  

その他  



３ 復旧整備の内容 

 （１）復旧整備する施設について 

整理番号 / 整備区分 □修理 □建替 

土地利用の位置付け  建築制限 □有 □無 

施設名 
 

見積書 □有 □無 

所在地 
 土地の 

権利関係 

□所有権 □借地権 

□地上権 □（   ） 

種類・構造 
 

用 途 
 

面 積 
敷地面積   

        ㎡ 

延床面積 

        ㎡ 

建築面積 

        ㎡ 

復旧整備の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【工期】 

 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

補助事業に

要する経費 

内 訳 

補助金 自己資金等 

円 円 円 

 合 計 円 円 円 

復旧整備により果 

たす機能又は効果 

 

備 考 

【被害の状況】 

 

 

罹災証明書 

□有 □無 

【添付書類】①位置図 ②施設の配置図 ③平面図 ④立面図 ⑤工事見積書 

⑥基本設計書又は実施設計書 ⑦知事が必要と認める書類 



（２）復旧整備する設備について 

【添付書類】①位置図 ②設備の配置図 ③工事見積書 ④知事が必要と認める書類 

 

名   称 規格・型式 復旧整備により果た
す機能又は効果 

整備 
区分 

補助事業

に要する

経費 

内訳 

設置場所 
工期 
納期 

見積書 備 考 
補助金 

自己 
資金等 

   □修理 
□入替      □有 

□無 
 
 

   □修理 
□入替      □有 

□無  

   □修理 
□入替 

     □有 
□無 

 

   □修理 
□入替      □有 

□無  

   □修理 
□入替      □有 

□無  

   □修理 
□入替 

     □有 
□無 

 

   □修理 
□入替 

     □有 
□無 

 

   □修理 
□入替      □有 

□無  

合   計  
 

 円 円 円    



４ 事業計画期間，内容等 

 （計画期間：   年  月  日 ～  年  月  日） 

 実施月 

項目 
H. 

 

                   

施設                     

実施月 

項目 
H. 

 

                   

設備                     

 



５ 経費積算明細書 

                                                                        (単位：円) 

区分 内 容 単価 数量 金 額 備考 

施
設
費 

     

小計      

設
備
費 

     

小計      

合計      

 



６ 収支予算書 

 

Ⅰ  収入関係（  年度）                            （単位：円） 

区  分 金    額 調 達 先 備     考 

補 助 金    

自己資金等    

（自己資金）    

（借入金）    

（その他）    

合  計    

 

Ⅱ 支出関係（  年度）                                                  （単位：円） 

区分 

補助事業に 

要する経費 

(a) 

補助対象 

経  費 

(b) 

補 助 金 

申 請 額 

(b)×3/4 

(又は 1/2)以内 

自己負担額 

施
設
費 

    

小 計     

設
備
費 

    

小 計     

合   計     

 

 



７ 経営状況表 

（単位：万円） 

期 別 

 

項 目 

第  期 

H      ～ 

H 

第  期 

H      ～ 

H 

第  期 

H      ～ 

H 

売 上 高 

（Ａ） 
   

経 常 利 益           

（Ｂ） 
   

総 資 本 

（Ｃ） 
   

自 己 資 本           

（Ｄ） 
   

流 動 資 産           

（Ｅ） 
   

流 動 負 債           

（Ｆ） 
   

総資本経常利益率 

(B/C)×100(%) 
   

売上高経常利益率 

(B/A)×100(%) 
   

自己資本比率 

(D/C)×100(%) 
   

流 動 比 率           

(E/F)×100(%) 
   

  

※１ 過去３期の財務諸表により作成すること。 

※２ 金額は，千円の単位を四捨五入して万円単位で記入すること。率は，小数点第２位を四捨五

入して小数点第１位まで記入すること。 

 

 



＜理由記載にあたってのポイント＞

①　どのような事象が発生し、事業完了ができていないか選択（複数回答可）

②　（　　　　）には具体的に記入願います。

１　自然災害 チェック

① 自然災害（　　　　　　）により、市道復旧に時間を要するため、工事契約締結ができていない。（例：○月○日の台風）

２　建設資材 チェック

①
工事契約締結にあたり、受注予定業者から、必要な資機材（　　　　　　　　　）が入手困難となり、工事契約締結ができてい
ない。

② 繁忙を理由に工事請負契約を締結できていない。

⑥ 資材、人件費等の高騰による受注予定額超過が発生し、工事契約を締結できていない。

３　作業員 チェック

①
請負予定業者から、震災後の労働需要の急増から、必要人員の確保が困難であることから、工事契約締結ができていな
い。

４　入札不調（補助事業の場合） チェック

①
＜現状、契約はできていないが年度内に契約の見通しがある場合＞
資材価格高騰等の影響で入札不調となり、今後、年度内に契約を行う見込み。

５　地元住民等調整 チェック

① 工事発注にあたり、住民から仮置場反対の申し入れがあり、再度調整を行なったため。

② 工事について利用者との合意を得ていたが、利用者側から変更を求められ、再度契約を締結し直す必要があるため。

６　地中埋設物 チェック

① 地盤の掘削調査をしたところ、地中障害物が多数発見され、障害物の撤去作業、作業効率の低下のため。

７　地権者等 チェック

① 工事契約締結にあたり、地権者の施工同意、用地境界確定が必要だが、地権者所在不明による対応のため。

②
工事契約締結にあたり、用地買収に係る地権者（死亡）の相続人が売却反対の意志を表明し、この交渉に時間を要する
ため。

８　請負業者の倒産 チェック

① 工事契約を締結したが、受注業者の自己破産申請により、工事契約を解除したため。

９　他事業等との関係 チェック

① 工事契約を締結したが、（　　　）工事との調整が必要と判明し、本工事に着手できず、工事を解除したため。

② 土地利用計画調整後、復旧工事に着手する予定だったが、関係機関との調整が遅れているため。

③ 工事契約締結を予定していたところ、（　　　）工事が計画され、施設の規模変更が必要となり、時間を要したため。

④
工事契約締結にあたり、漁業共同組合から漁業の再開に伴い、漁業期間における工事差止めの依頼により、契約締結を
見送ったため。

⑤
工事契約締結にあたり、市からの通告により、建設予定地の一部を変更する必要が生じ、計画見直しが必要となったた
め。

⑥ 事業計画について、防潮堤工事計画決定により、本件工事の計画見直しの必要が生じたため。

⑦ 復旧工事について、（　　　　　）事業主体から共同化事業の申し入れがあり、計画を見直す必要が生じたため。

⑧ 破壊家屋等解体撤去事業に申込みを行い、同じ場所に建設する予定だったが、建物取壊事業が遅延しているため。

当初交付決定翌年度までに事業完了できない、他律的な要因（事故繰越の類型）に関する書面

1



１０　事業実施(工事現場など)にあたり発生した障害 チェック

① 工事契約締結にあたり、地盤強度不足が判明し、地盤改良工事を追加で行う必要が生じたため。

１１　用地の確保 チェック

① 工事契約は、用地買収と工事を平行実施していたが、工事用地引渡しの遅れにより工事を中断したため。

②
工事契約締結にあたり、想定以上の汚染土壌が出現し、新たな仮置場が必要となり、仮置場確保まで工事契約締結がで
きなかったため。

③ 工事契約締結にあたり、予定していた資材置場が使用できず、用地使用計画の変更が生じたため。

④ 用地補償契約について、移転完了後の登記業務が年度内に完了せず、用地補償契約の工期を延長したため。

⑤ 代替地確保に時間を要するため。

１２　行方不明者の捜索 チェック

① 工事契約締結にあたり、当該区域の行方不明者捜索協力のため、時間を要するため。

１３　建築制限 チェック

① 被災市街地復興推進地域の対象となり建築制限がかかり、制限指定解除まで工事契約の締結ができないため。

② 土地区画整理事業の対象となり平成（　　）年（　　）月までの建築制限がかかり、代替地確保に時間を要するため。
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